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年度

地球温暖化対策計画書
１

　

指定地球温暖化対策事業者の概要

（１） 指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

（２） 指定地球温暖化対策事業所の概要

事

　

業

　

所

　

の 名

　

称

　

東京

事

　

業

　

所

　

の 所

　

在

　

地

　

指 定 地 球 温 暖 化 対 策 事 業 者

　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名 （法人にあっては名称）

　

又は特定テナント等事業者の別 氏名 （法人にあっては名称）

事業の

　　

分 類 番 号

　　　　

Ｄ０６

業

　

種

　　

産業分類名

主たる用途

建

　　

物

　　

の

　　

延

　　

べ

　　

面

　　

積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事

　　　　

務

　　　　

所

情

　　

報

　　

通

　　

信

放

　　　　

送

　　　　

局業
種
等

　　

事業所

　　　　　　　

用

　　

商

　　　　　　　　

業

　　

の種類

　　　　　　　

途

　　

宿

　　　　　　　　

泊

別

　　　

教

　　　　　　　　

育
内

　　　

医

　　　　　　　　

療
訳

文

　　　　　　　　

化

物

　　　　　　　　

流

駐

　　　　

車

　　　　

場

工場その他上記以外

事

　　

業

　　

の

　　

概

　　

要

敷

　　　

地

　　　

面

　　　

積

総合工事業

前年度末 １４２，１８３．ｏｏ

　

ｍ
２

　

基 準年度

　

１４２，・８４．ｏｏ

　

ｍ
２

前 年度 末
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ｍ
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基 準年度
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ｍ
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ｍ
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ｍ
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ｍ
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基 準年度
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ｍ

前年度 末
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鱈 基準年度

　　　　　　

ｍ
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司
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ｍ
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ｍ
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前年度 末

　

２９，１６８．ｏｏ

　

ｍ
２

　

基 準年度

　

２９，１６８．ｏｏ

　

ｍ
２

前年度末

　　　　　　

ｍ
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基準年度

　　　　　　

ポ

２０１５



地球温暖化対策計画書
１

　

指定地球温暖化対策事業者の概要
（１－２） 指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別 氏名 （法人にあっては名称）



（３） 担当部署

名

　　　　　　　　

称

　　

鹿島東京開発株式会社

　

施設管理部

連
電

　

話

　

番

　

号

　　

０３－５６３２‐９１００

絡

　　　

ファクシミリ番 号

　　

０３－５６３２一９１０１
先

電子メールァト レス

名

　　　　　　　　

称

　　

鹿島東京開発株式会社

　

施設管理部

計 画 の
担当部署

連

　　　

電

　

話

　

番

　

号

　　

０３－５６３２－９１００

絡

　　　

ファクシミリ番 号

　　

０３‐５６３２－９１０１
先

電子メールァト レス

公 表

　

の
担当部署

（４） 地球温暖化対策計画書の公表方法

公表方法

□ホームページで公表 ア ドレス ：

図 窓

　

口

　

で

　

閲

　

覧

閲覧場所：

　

鹿島東京開発株式会社

所在地：

　　

東京都江東区東陽六丁目３番２号

閲覧可能時間 ９：３０～１７：３０（土日祝、 年末年始等は除く）

口 冊

　　　　　　　

子
冊子名：

入手方法：

□ そ

　　　

の

　　　

他

（５） 指定年度等

指定地球温暖化対策事業所 ２００９

　　

年度
事

　

業

　

所

　

の
使用開始年月日

◎ 平成１８年３月３１日以前

特定地球温暖化対策事業所 ２００９

　　

年度 ○ 雛１８年４月１日
年

　　　

月

　　　　

日

２

　

地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

社との定期的な会議を通じ、 設備機器の最適な運転管理を徹底し省エネに取り組む。
更

　

計画のもと

　

がエ、

　

口 、首

　

な々

所 鱈 建設㈱

　　　

統括管理者

　　　　　

運営管理定例会開発事業本部

　

担当者

　　　

鹿島東京開発㈱（共同義務者）
（温暖化対策推進会議）

　　　　　　　　　　　　

施設管理部長

推進責任者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

入居事業所１１（推進員）

鹿島東京開発㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　

（内１事業所特定テナント）

ＳＣビル事業部 オフィス運営管理部職員
施設管理部

　

施設部職員（技術監理者）

謝薦管理会社

　　　　　　　

進員

　　　　　

奉 鷲 ト会議東京イースト２１管理事務所

　　　　　　　　

鹿島東京開発㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＳＣ目し事 業 部

　　　　　　　　　　　　　

モ ー ル テ ナ ン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商業運営管理部職員

　　　　　　　　　　

３３事業所



４

　

温室効果ガス排出量の削減目標 （自動車に係るものを除く。）
（１） 現在の削減計画期間の削減目標

計

　

画
期

　

間

削 減
目

　

標

特

　

定

　

温

　

室
効

　

果

　

ガ

　

ス
大型設備機器の最適な運用管理の実施及び見直し等を行うことによりエネル

特定温室効果
ガ

　

ス

　

以

　

外

　

の
温 室 効 果 ガス

その他ガスは、 水道及び下水道の使用に伴うものであり、 入居事業者従業員
数により左右される。 入居事業者への節水を呼びかけ削減できるよう協力を
依頼する。

削 減
義 務
の

概 要

基

　

準

　

排

　

出

　

量 ２Ｏ，ｏｏｉ

　　

鹸 霧墓ヒ炭素 削減義務
率の区分

１ －１

排

　

出

　

上

　

限

　

量
（削減義務期間合計）

８３，鵬

　　

畠斎酸化炭素 平均削減
義

　

務

　

率
１７．０％

（２） 次の削減計画期間以降の削減目
計 画
期

　

間

削 減
目

　

標

特

　

定

　

温

　

室
効

　

果

　

ガ

　

ス
最適な運用管理の実施、 見直し及び大型機器の更新により削減義務以上の削
減を目指す。

特定温室効果
ガ

　

ス

　

以

　

外

　

の
温室効果ガス

節水により削減を目指す

５

　

温室効果ガス排出量 （自動車に係るものを除く。）

（１） 温室効果ガス排出量の推移

２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度

特定温室効果ガス
（エネルギー起源Ｃ０２）

１５，４５８ １２，７４２ １・０，６７１ １０，１８１ １０，２５３

そ
の
他
ガ
ス

非エネルギー起源
二酸化炭素 （Ｃ０２）
メ

　　　　

タ

　　　　

ン
（

　　　

ＣＨ４

　　　

）

一 酸 化

　

二 窒 素
（

　　　

Ｎ２０

　　　

）

ハイドロフルオロカーボン
（

　　　

ＨＦＣ

　　　

）

ノで 一フルオロカーホぐン
（

　　　

ＰＦＣ

　　　

）

六 ふ っ 化 い お う
（

　　　

ＳＦ６

　　　

）

上

　

水

　

・

　

下

　

水 １６９ １５８ １４５ １４０ １４２

合

　　　　　　　　

計 １５，６２７ １２，９００ １０，８１６ １０，３２１ １０，３９５

ｔ （二酸化炭素

（２） 建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況

　　　　　

単位：ｋ （二酸化炭素換

　　

／１ｄ・

２０１０ 年度 ２０１１ 年度 ２０１２ 年度 ２０１３ 年度 ２０１４ 年度

延

　

べ

　

面

　

積

　

当

　

た

　

り
特 定 温 室効 果 ガス
年

　

度

　　

排

　　

出

　　

量
１０８．７ ８９．６ ７５．Ｉ ７１．６ ７２．Ｉ



６

　

総量削減義務に係る状況 （特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

（１） 基準排出量の算定方法

◎準去の噸排出量蓬 基準年度： （２００２年度、 ２００３年度、 ２００４年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

増拙擦り単勢位裏
０ そ

　　　　

の

　　　　

他 算 定方 法： （

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

（２） 基準排出量の変更

変更年度 年度 変更理由

変更年度 年度 変更理由

変更年度 年度 ．変更理由

　

（３） 削減義務率の区分

１

　

削減義務率の区分

　

１

　

１一１ １
（４） 削減義務期間

１ 皿。 年度から

　

皿４

　

年度まで」

（５） 優良特定地球温暖化対策事業所の認定
２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度

特

　

に

　

優

　

れ

　

た
事業所への認定
極

　

め

　

て

　

優

　

れ

　

た
事業所への認定

（６） 年度ごとの状況 単位：ｔ （二酸化炭素換算）

２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度 削 減 義 務
期 間 合 計

決
定
及
び
予
定
の
量

基準排出量

　　

（Ａ）
１６，４０５ １６，４０５ １６，４０５ １６，４０５ １６，４０５ ８２，０２５

削減義務率

　　

（Ｂ）
８．０％ ８．０％ ８．０％ ８．０％ ８．０％

排出上限量
（Ｃ＝ＺＡ－Ｄ） ７５，４６５

削減義務量
（Ｄニヱ（ＡＸＢ）） ６，５６０

実
績

特定温室効果
ガス排出量（Ｅ） １５，４５８ １２，７４２ １０，６７１ １０，１８１ １０，２５３ ５９，３０５

排出削減量
（Ｆ＝Ａ － Ｅ） ９４７ ３，６６３ ５，７３４ ６，２２４ ６，１５２ ２２，７２０

（７） 特定温室効果ガスの排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

オフィステナントの入居率が低いため基準排出量に比べ排出量が減少している。



対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策

　

の 名

　

称 実 施

　

時 期 備 考区 分
番 号 区 分 名

　

称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

１
↓ １２０７００

１２ 蒸気の漏えい及び保温の管
理

蒸気ヘッダー、 蒸気弁、 フランジ部の保温断
熱 ２０１０年度 蒸気弁、 フランジ部の断熱

２ １３０１００１３一空気調和の管理 高効率空調機への更新 ２０１０年度 ホテル棟空調機の高効率空調機への更新

３ １７０１００１７－負荷平準化対策 コージェネレーションの運転形態の変更 ２０１１年度 需給契約形態に適合した運転時間スケジュール化

４ １５０２００１５一照明設備の運用管理 高効率照明器具への更新 ２０１２年度 モール一部照明器具ＬＥＤ化

５ １５０２００１５－照明設備の運用管理 高輝度誘導灯への更新 ２０１０年度 ＬＥＤ誘導灯への更新

６ １３０２００１３－空気調和設備の効率管理 熱源機器、 空調用ホ０ンフ０の効率管理 ２０１２年度 空調利用状況に合わせた、 空調用ポンプの起動、 停止の適正管理

７ １３０３００１３－換気設備の運転管理 電気室、 機械室の換気設備の停止運用 ２０１１年度 外気温度の高い夏季期間中に給排気ファンを停止する

８ １４０１００１４一給湯設備の管理 給湯装置使用期間の短縮 ２０１１年度 夏季（７月～９月）給湯系統の停止（蒸気弁閉止、 循環ポンプ停止）

９ １５０２００１５一照明設備の運用管理 ＬＥＤ照明の導入 ２０１２年度 タワー棟３－２１階照明ＬＥＤ化

１０ １７０２００ １７

　

ゴー・ジェネ レーション 新規ＣＧＳ（７００ＫＷ）導入 ２０１２年度 新規ＣＧＳ設備（７００ＫＷ）導入（２０１３年度運用開始）

１１ １７０３００１７－新エネルギー 太陽光パネルを設置 ２０１２年度 太陽光パネル（出力１ＯＫＷ）を新設（２０１３年度運用開始）

１２

１３

１４

１５



対策
Ｎ‐ｏ

対策の区分
対 策

　

の 名

　

称 実 施 時 期 備 考区 分
番 号 区 分 名

　

称

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

【その他ガス削減量の削減の計画及び実施の状況】

５１

５２

５３

【排出量取引の計画及び実施の状況】

６１

６２

６３



８

　

事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価 （自動車に係るものを除く

　

）

　　

　

　

　
　
　

　

　

　

　

車

一

　　　

タ
ら

　　　　　

鹿

　

、

　
　
　

　　

　
　

　　　

　
　

　　　

　

　　

　

　
　　

ゴージェネレーションシステム

　　　　　　　　　　　　　　　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

、 継続している。

階（タワー棟７フロア、ＢＣ棟１フロア）があることで２０１

ステムの排温水利用（タワー棟ＦＣＵ温水熱交、 ホテル糸
を監視、 確認しながら効率的な排熱利用を目指し

短縮を継続。

・

　　　　　　

、

　　

百・、

　　

工 ・

　　　　　　

′系、 父

　　　　

談


